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本施策のハイライト

取組みの意義

地主株式会社との底地ファンド組成を通じ、資産入替によるインフレ耐性強化と売却益還元を同時に実現

• 東証プライム市場上場企業であり、底地マーケットの
トップランナーである地主株式会社との共同による   
底地ファンドを組成

• 匿名組合出資を通じCTT6物件の優先交渉権を
維持しつつ、中長期の配当収入による収益性も確保

• 長期固定契約の底地の売却を実現

• 売却資金は
アップサイドポテンシャルを有する物件取得に活用し、
資産入替によるインフレ耐性強化を推進

• 底地4物件の売却による
売却益総額17億円を全額還元

• 毎期200～400円目標の
継続的な売却益還元を着実に実行

地主・KJRM合同会社

10 物件
取得価
格

地主・KJRM合同会社

アセットマネージャー(AM)：
株式会社KJRMプライベートソリューションズ

IIF売却
底地４物件

セントラルタンクターミナル(CTT)
底地6物件

• 長期固定契約による安定的CF

利益配当利回り
（想定） 7.0 %

317 億円取得価格

10 物件裏付資産

< 底地ファンドスキームの概要 >

（出資比率：93.0％）

（出資比率：7.0％）

地主株式会社との共同底地ファンドの組成 資産入替によるインフレ耐性強化 売却益を2期に亘って全額還元

売却物件 取得物件

< 資産入替の概要 >

長期固定契約
インプライドCapレート以上

＋
将来アップサイド

・マーケットとの賃料ギャップ

・物流・工場・インフラ
施設の底地4物件

・平均賃貸借
契約残存19.8年

注：CTT底地６物件の優先交渉権については、本投資法人が準共有持分の60％、残りの40％は地主株式会社が保有します。

・優先交渉権の維持 注

・将来のアップサイドポテンシャル
（５年毎の賃料改定協議条項）
・インフレ環境下でのコストアップへの手当
（固都税連動賃料の収受）

IIF船橋LCⅡIIF東広島MC

・5年毎のCPI連動賃料
・賃料フロア設定

I IF東松山GTT(底地)

IIF泉大津LC(底地) IIF飯能MC(底地)

IIF神戸西LC(底地)
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着実な内部成長と売却益還元の両輪により、DPU成長を更に推進

DPU

今後も資産入替・含み益の顕在化・内部成長によって
DPU成長目標の引き上げを図る

DPU成長目標

売却益除く
3,400円水準

売却益込み
3,600~3,800円

200円
～400円

2027～2028年
目標

36期
(2025年7月期)

実績

38期
(2026年7月期)
前回予想

37期
(2026年1月期)

予想

39期
(2027年1月期)

見込み

売却益を
除くDPU

売却益

2期連続4,000円超え

4,000円

3,180円

38期
(2026年7月期)
今回予想

3,086円 3,231円
3,078円

38期
当初予想比 +11.1%

DPU（売却益除く）成長率

年率+3.0%以上

ベース収益の着実な成長

継続的な売却益計上

毎期200~400円
含み益の顕在化と投資主還元

東大阪LC
神戸西LC底地

820円
東大阪LC

泉大津LC底地
飯能MC底地

東松山GTMC底地

3,600円

4,310円

1,224円 369円
蒲田R＆DC
東大阪LC

東大阪LC
399円

戸塚TC(底地)

3,477円 売却益の追加計上

①売却益が増えた分を
DPU引き上げと修繕費等
のコスト前倒しに活用

②売却益除くDPUは
やや減少するものの、
ポートフォリオの競争力維
持・向上、中長期的な
キャッシュフローと分配の
安定性向上を企図



（金融商品取引業者関東財務局長（金商）第403号、一般社団法人投資信託協会会員）

資産運用会社：株式会社ＫＪＲマネジメント

 本資料には、将来的な業績、計画、経営目標・戦略などが記載されている場合があります。これらの将来に関する記述は、将来の出来事や事業環境の傾向に関する現時点での仮定・前提によるものですが、
これらの仮定・前提は正しいとは限りません。実際の結果は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

 特に断りのない場合、本資料は日本における会計方針に基づいて作成されています。
 本資料は、産業ファンド投資法人の決算の分析等に関する資料であって、産業ファンド投資法人の投資証券の取得その他金融商品取引契約の締結の勧誘を目的として作成されたものではありません。投資
を行う際は、投資家ご自身の判断と責任で投資なさるようお願いいたします。

 産業ファンド投資法人は、価格変動を伴う不動産およびその関連資産に投資を行う公募不動産投資法人（J-REIT）であり、経済情勢、金利情勢、投資口に対する需給状況、不動産市況、運用する不
動産の価格や賃料収入の変動、災害、産業ファンド投資法人の財務状態の悪化等により、投資口の市場価格が下落又は分配金の額が減少し、投資主が損失を被る場合があります。詳しくは産業ファンド投
資法人の有価証券届出書（目論見書）及び有価証券報告書に記載の「投資リスク」をご覧ください。

ディスクレーマー
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